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はじめに

本控訴理由書においては、大きく3つの原判決の問題点を指摘する。

第 1に、原判決は、被控訴人 (以下「一審被告」という。)東京都が収集した情報

が、控訴人ら (以下「一審原告ら」という。)がイスラム教徒 (ムスリム)であるこ

とを直接明らかにするのみならず、その信仰の深ささえも指し示すものや、犯罪歴ま

で含むものであり、個人のプライバシーのうちで最も重要なものであるとし、被告東

京都の情報管理上の注意義務違反を認めつつ、他方において、モスクヘの立ち入りを

含めた情報収集活動等の違法'性を否定した。

この,点 に関する原判決の問題点は、本件情報収集活動について、これにより侵害さ

れる原告らの憲法上の権利を過小評価し、また、国際テロ捜査のために真に必要かつ

相当であるかの厳密な審査を怠り、さらに、その弊害を一審原告らの単なる「嫌悪感」

に矮小化したことにある (本控訴理由書第 1章等)。

第 2に、原判決は、本件情報収集活動が、憲法 14条の定める平等原則に反し、イ

スラム教徒を合理的な理由なく区別した取扱いをし、差別的メンセ~ジを発するもの

であることを認めなかつた。

この点に関する原判決の問題点は、信教に着日した区別的取り扱いの正当化に関す

る論証の枠組み設定を誤り、また、収集それ自体に差別的メッセージが伴うことを理

解しなかったことにある (本控訴理由書第 2章 )。

第 3に、原判決は、被控訴人国の本件情報流出に関する責任を不間に付した。

この点に関する原判決の問題,点は、本件情報収集活動に関し、警察庁が単なる警視

庁の上級機関として関わつたものではなく、警視庁と一体となつて、主体的に関わつ

たことを看過したことにある (本控訴理由書第 3章 )

原判決は、これらの点で、憲法及び法令の解釈適用を誤り、また事実を誤認したも

のであり、取り消されなければならない。

なお、原判決が、本件情報収集活動のもたらす一審原告らの信教の自由 (憲法20
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条)への深刻な影響を軽視した点につき、憲法及び法令の解釈適用の誤りがあること

については、その他の事実誤認に関する主張及び本件情報収集活動が日本国憲法のみ

ならず国際諸法にも違反している旨の主張とともに、追つて補充書において主張する

予定である。
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第 1章 憲法 13条の解釈 日適用の誤り

第 1 原判決の認定

原判決は、「本件情報収集活動が、原告らのみだりに自身の信仰内容・信仰活動

に関する情報を行政機関に収集・保有されない自由 (憲法 13条)を侵害するか否

かについて」とする項において、以下のとおり判示し、本件情報収集活動は憲法 1

3条に違反しないと結論付ける (原判決 65頁以下。なお括弧書き内は判決文の引

用である。また、以下において、頁数のみを記載するときは原判決の頁数である。)。

① 本件情報収集活動が原告らの憲法上の権利を制約すること

本/乍庸報収集活動ば、そヌタヘの並入状況、嘉勢防翻 XIま教 き活動

への九 胞 蒻 黎 、布教活動の環麻的強熱かさなどの清報 6収集ナろbの

であるところ、どんらの膚報が、′ノ/ヌ ノ泌夢たであることを直接推認

させるのみなら犬 そ2割解解慾 さえ b若♭がす情報であノう9

そ♭ξ ワtが″妙 汐ろノgが、信条を有 ♭て
'Ⅲ

うかとレ`ラのた、わ弦

の風琶 ひレ
ー
て′ゴス落力庫宿だ虜夢肩わう事π彬 つζ を会生汀の申で

本人の承諾な ぐιて開示さんろことわミ通庁テだ
~さ

ん て
'鞍

ク`清報の一

つであろノ。「σ」刃

② 本件情報収集活動の必要性

i 国際テロの発生を防止する必要性

竹 本国内色移 れて国際テμんミ発生ナる危険カミ十分た芹密ナろとレヽ

ラ状況、ひとたが墨礫 牙勒 甥密 ♭たケ今の被害窪 罰 ど 、その秘匿

を膨 υ 星翡%月ごノヽ″ヽて|ま発生防上の周茅さ
'こ

照 らせ励 国際テμの

必全を防止ナろ捜査活動海財要 であろ rσ ク即 。

五 国際テロの発生を防止するために、モスクの内部に立ち入つて、モ
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スクに通う者の活動実態を把握することの必要性

‐
国際テた7の発生と未然tこ防止ナわたわただ、モヌク価

"を
の実

庁妙 ナろことが必ダであクれそのたわ″ごが、モヌクの″ガだお と

支ク、瘍舟 球 つてたその肉部そこサ らスつて、その恐動実態 豹 %を

角筋 譜κ 把握ナうとレ`ラ態様とこまらぎ5多霧ズレL

かぜなら、モヌタが ′ノ/ヌ ノム教徒だとつて柔勢物晦診 みからデ

交流の場とιての意味 6有♭てレⅢるとこィう、過激派のノ
°
た7セプ の,7財

との一つとうC罷効霧牲 声″;ナうノだヌノЙ遁激派力ヽらの勧誘等滞ミ指

″協 て府ク、夕た、要石髪 フン オダで発生 ♭たテ′7事/≠舟彰フは 、

そヌクだだつて,Ⅲ わ篇だ勧誘盈剛ノて酒激イとかたことがラかがわん

うのであう
"う

ら、―″スとιてのた7講生汀を装 つて
'あ

力 7ノヌかを

鞠 ■こ発見 ♭て国際牙
「

を防止ナるたわたが、//ヌ ノ
~ン

ム教徒達カミレヽ″う

なるこ7ヾ ヱ

「

牙7-と彰成 ♭てレ%のか、そうてその活動の観要ねミレヽ

かかう6″うを筋 ナ5必要力ゞあク、また、あう者″r報なノ/ヌ ノ泌

教徒 であるか、あれ ′`ゴノ/ヌ ノ
~ム

遇激派 .こ忌ナろ牙た7ノヌ かかな堀″

わうたわただ、そのをみ幾額翡針へのみ″の言無、数奇活動への参

〃の言無、その者力ゞ宗教的れ 7ヾ ュニ牙ィーの申a″ かヽなろ立場だ

ある″封とレ〕った界形力側面んヽらラ″ワ彰れ る諸般饗 誹 勃 らの雄瀕J

だrら ぎろを推勢姿レv″うらである「∂′一σクデフ。

こんが、√′/ヌ ラム教徒のラらのごぐ一μ壼汀だ存在ナう//ヌ ノ務 励

脈そこ女つて国際牙
"ゞ

行われてきたことや、宗教施設だ府レヽて′/ヌ /~

泌遇激派だ茸ろ勧誘導潟ミ行われたごと″賜 つたノとレ`ラ歴史鶴事実常こ

着日長ιた 6のであク、信仰内容等イ躍 摺 ιた 6の 9どオなレイσ〃刃 。

五 モスクに出入りする者の中に、資金提供者などのテロリスト支援者

がいないかを探索することが国際テロ対策の一乗として必要である

とする認定
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/ノ歩/・ ″ノイ~夕つ働 の孝戸才であろ ′ノオネノ″'ガヱモシ″ゝ

″″`国iこ癖 勤 拶 を用クⅢて潜伏申だ、牙厚資金の孵 れ効 フ ″

援者作クを進めてレⅢたガ レヽ〃1浮上ノ ιて
'Ⅲ

ろ″ゞ、坪城 ′′牢何ま国

どだ府レれて力 7ノ ズおだガナろ資金燐与の防止だ戸ナろ国際条約カミ

採択さん、また、平顔滓 σ窄′θガ ZZμ′に‐た、F/生 TF`舞力αコD″

Иθサ】ilοコル誠 Fοrt,θ οコ〃οttθ/力 Eど】2腱rttν 〃虫 牙μ資金 /ズ与だ戸ナ

うFス TF脅民1と勧 をを発出 ♭、ガ″ル 秘 へみ資金 燐与と厨7ラ たわた

ほ動 をノとFご ナこと肢Z活腔亘軍腔を有ナうとの認識 み示 ♭た上 で、ガ

″ノズ泌とテ▼行為イこ対 ナわ資金 舞与列 額 屹 、防止 ♭、力壁 方ろ上

での θ項目駐 勁 Ч 跨 糎 みを提賞 ♭てレヽれ っ

これ らの事宴だ廉り 方と、′モヌクだ脚ス クナろをの中た、デ′7ノ

ズムだガ ナろ資金提供者 などのテ″ノヌ か支援者が
'嫁

レ》 どラか

と探索 ナがことも、国際 牙μの発生 を未然だ防止 ナるた羽 こ必要な庁

茅夜察活動と″`ラことができうノ rδ 」―σ σtt。

抒 本件情報収集活動全体の必要性に関する結論

飲上女ク、 警纂法 2秦 ′昇 ご支ク入共劣 詮 湧 修 効 鯖 と責務

とナう摯察だば、国際牙″防止のための清報収集活動の一簾とうて、

そヌタだμスクナあなスだつレlξ その信仰活動を含秒様々な社会的

活動の芽力と広汎かつ詳細だ収集 ♭て分析ナわこと″ゞ求わらんちノ

rσ σ環ヲ。

③ 弊害の程度

′本/チモヌク把握活動ば、捜査員″消 らモヌクヘた沐レヽて、原舎らのモ

ヌクヘの泌ス状況宅鶏霧疹武 多苺活動への赤力諷状況とレヽラカ〔部力ゝら

容易だ認識ナうことができつり 衛 行為を観察 うたとレワ 6の であつ

iそ の意味でば、サ 殖 まつて把握され勃 詰 ら″ 湯 ″ゞ、第二者た
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認識 さんろことゐミ全 〈予だ
~さ

ん て
'眩

″ヽ6の であると
'1ラ

泌 ,オ で康な

,ヽ レ、本府情報収集活動全がでみて6、 これら|ま原告′こ対 ιて信仰の″

′ガを要求 ιたクナ56のであ、わ 喝 餘 取扱レヽをガレヽたク、宗教的膨 ″7

らかの強常J・ 努鞠と・μ″とカロえたタナろ6の であなて、モヌタの灯をか

レlιその為部そこ警察言為＼立 らスうことだ″レ＼屍 男 が療癌感を力き宥

うたとど支ろ。ノ rσ σ刃

④ 結論

泳二まク、本/≠膚報収集活動′ま憲法′♂秦だ達反ιな″ち

第2 主張の骨子

原判決の上記①ないし③の認定には、それぞれ憲法解釈 。適用の誤り及び事実誤

認が認められる。

具体的には、

第 1に① (権利の制約)について、原判決は、本件情報収集活動により制約され

る権利の重要性を、過小に評価している。「自身の信仰内容・信仰活動に関する情

報」は、「本スの承譲な ぐ♭て開示評 房 ことが通庁テだ
~さ

んて
'う

なレ`膚報ゝ(傍点

引用者 。以下同じ)に とどまらず、本人の承諾なくして収集・保有されることが通

常予定されていない情報であり、行政機関による収集・保有は原則として許されな

第 2に② (本件情報収集活動の必要性)について、原判決は、抽象的な国際テロ

捜査の必要性のみから、一足飛びに、モスクに出入りするすべての者に関して、「信

仰活動を含む様々な社会的活動の状況を広汎かつ詳細に収集して分析すること」が

必要であるとする。

しかし、テロの危険性及び国際テロ捜査の必要性があるからと言つて、当然に、

「モスクヘの立入状況、宗教的儀式又は教育活動への参力日の有無、布教活動の具体

い 。
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的な熱心さなどの情報」までをも収集すること (本件情報収集活動)がテロ捜査と

して必要かつ相当と判断されるわけではない。

そして、本件情報収集活動当時、ムスリムであることのみに着目した包括的な情

報収集を行う本件情報収集活動と同様の捜査手法は、国連において重大な人権侵害

の恐れがあると警告されていたこと、及び日本以外の先進各国では、現実に国際テ

ロによる被害を受けたにもかかわらず、かかる捜査手法はテロ捜査としての必要

性 。相当性を欠くと評価され、放棄されるに至っていることを踏まえれば、本件情

報収集活動は、国民の生命等を守るために必要でも相当でもなかつたと判断されな

ければならない。

第 3に③ (弊害の程度)について、原判決は、本件情報収集活動の弊害を一審原

告らの「嫌悪感」に矮小化する。かかる評価は、2つの点で本件情報収集活動の弊

害を過小に評価するものである。

まず、本件情報収集活動は、単に一審原告らの情報を収集しただけではなく、組

織的、網羅的に国内のすべてのムスリムと、主要なムスリムコミュニテイに関する

情報を収集したものである。原判決は、弊害の評価に際し、評価の封象を、一審原

告らについて認定し得る情報収集活動のみに限定する。しかし、本件情報収集活動

は、偶発的、個別的になされたものではない。国会により定められた法規なしに、

警察が独自に定めた情報収集のプログラム (以下「本件情報収集プログラム」とい

う。)に依拠して、組織的、計画的に実施されたものである。とすれば、その弊害

を検討する際には、当該プログラムの策定 D執行を包括的に評価の対象としなけれ

ばならない。そして、本件情報収集プログラム及び本件情報収集活動は、差別を助

長する,点、テロ対策として逆効果である点、及びデータベース化を主要な目的とす

る点において、荏大な弊害を伴うものである。

次に弊害の対象を一審原告ら個人に生じるものに限定するとしても、本件情報収

集活動は、警察が、継続的に私生活を監視し続け、センシティブ情報を収集すると

いう点において、対象者を独立の人格の主体として尊重しておらず、個人の尊重を
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基盤とする立憲主義を脅かすものである。かかる弊害は、単なる「嫌悪感」にとど

まるものではない。

以下詳述する。

第3 本件情報収集活動は収集 B保有されることが通常予定されていない情報を収集

するものであること

1 原判決の認定

原判決は、本件情報収集活動による一審原告らの自由に対する制約について以

下のとおり判示する。

本/学清報収集活動が、モヌタヘの並入状況、柔 妨 鎗 斑 剛ま教き活動

へQ蒻 修 有無、布教活動の要体的な熟Σヽさ汐どの清報 6収集ナろ6の

であるところ、どんらの庸報康、′ノ/ヌ /~お教徒 であろことを直接推認

させるのみノヂら犬 そ2詞 物 癬 れ 認 着 ♭示す情報 であノろ9

そιて、′スが
'ワ

うならぼ容、だ秦を有 ♭て″`かかとレヽラのた、痴レt

の為琶 ″ てヽ′ユス格的芦府だだ夢磨わろ事πであっく 社会生だの申で

本人の承諾な ぐιて開示さんろこと″堪糖 テだ
~さ

んて
'愴

レヽ備報の一

つであるノ。 rσ 」刃

2 原判決の不当性―信仰に関する情報は開示のみならず収集日保有されることが

原則として予定されていないこと

かかる原判決の判示は、収集された情報の重要性を過小評価しており、権利制

約の重大性を看過するものである。

本件情報収集活動により収集・保有された情報には、

。モスクヘの出入状況

・宗教的儀式への参加の有無

・宗教的教育への参加の有無
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・布教活動の熱心さ

が含まれる (65頁 )。

これらは、原判決が認めるとおり信仰に関する情報である。信仰は、個人の世

界観・人生観・思想の基礎となるものであり、人格の根幹と分かちがたく結びつ

いている。個人は人格として尊重されなければならず (憲法 13条 )、 各人が保

有する情報のうち、人格と分かちがたく結びつく信仰に関する情報は、原則とし

て収集自体が禁止される。

そのため、衆議院及び参議院は、行政機関個人情報保護法の成立にあたつて、

「思想、信条、宗教、病気及び健康状態、犯罪の容疑、判決及び刑の執行並びに

社会的差別の原因となる社会的身分に関する個人情報の取得又は保有に当たつ

ては、利用目的を厳密に特定するとともに、可能な限り法律その他の法令等によ

って取得根拠を明確にし、その利用、提供及び安全確策に特段の配慮を加えるこ

と。」との附帯決議を行つた。また、事業者においては、信仰に関する情報の収

集は原則として禁止されており、収集が許される例外は極めて厳格に定められて

いる (「 」IS Q 15001個 人情報保護に関するコンプライアンス・プログ

ラムの要求事項」4.4.2.3参 照)。 さらに国際的に見ても、OECDが 定

めたガイ ドラインは、信仰に関する情報について特別な配慮を求めている (20

13年度版 「プライバシー保護と個人データの国際流通に関するガイ ドライン」

1 5t a. 五参照)。

以上のとおり、信仰に関する情報は、単に「開示されること」が通常予定され

ていないというにとどまらず、収集・保有されることもまた、通常予定されてい

なしΨl青報であり、行政機関による収集・保有は原則として許されない。

この点において、原判決は、本件情報収集活動により制約される一審原告らの

権利を不当に過小評価したものである。

第4 本件情報収集活動は国際テロ対策のために必要かつ相当ではないこと
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原判決の認定と問題の所在

原判決は、以下のように、本件情報収集活動が、国際テロ対策として必要であ

ると判示する。

期 激イとのプた7をズの弱躍修 >つと♭て宗教施設だ府′うオう′/ヌ ノ
~

必遇激派からの勧誘等カミ指摘さん 守 彩 、舅″し
~.要

石唆 フレ ナダで発生

ιたテμ享/卒α孝ンは 、そヌクだ透つて
'お

河だ勧誘をヌ浮′ノて遇脚 と

♭たことがラル (われ るのであ初 aら・・あろを″ゴ7派なノ/ヌ /~ム 教徒

であるか、あれ ″`7ヌ /~ム遇激派 tこ忌 ナろガ″ノヌ か″うを完極めるた

わだが、そのをつ耗絡翡射への変〃の言無、多言活動への 物 ∽ 甘無、

その者カミ宗教的など7ヾ ュ〆牙ィーの申で、レⅢか浄ろ立場だある″うとレ`つ

た外形的偶面力ヽらラ
"ワ

わゞんろ諸般裂 舞 静 らの醸 こヽ女らぎろを容

なレヽのであつて、そのたわたが、モヌタの蒔近は 6と 支ク、歩今だ女つ

て′ゴその力鶴【立 らスつζ その活動実態をある籾 鞘 励 竹 把握ナ5

とレ
ー
ラ態様 |こ女らぎ

｀
5を容/rレ とヽ,― ラベきであれ  「σ=刃。

原判決は、国際テロ捜査の重要性と専門性に目がくらみ、警察の捜査を盲目的

に追認することにより、本件情報収集活動の合憲性という結論を先取りした上で、

強引に論理を紡いでいるため、そもそも論理構成に憲法 13条の解釈適用の誤り

があるばかりでなく、国際的なテロ捜査の常識にも反する認定となつている。

2 原判決の論理構成には憲法 13条の解釈適用の誤りがあること

(1)抽象的な “目的"に依拠して情報収集の必要性を認めていること

原判決は、一般的な国際テロの予防という抽象的な “目的"に依拠して、本

件情報収集活動の必要性を導く。

しかし、本来、精神的自由の権利制約を正当化するためには、制約の目的は

抽象的なものでは足りず、具体的に特定されなければならない。

このことは、最判平成 19年 2月 27日 民集 61巻 1号 303頁 (君が代ピ
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アノ伴奏事件)において、藤田宙靖裁判官が、「学校行政の究極的目的が『子

供の教育を受ける利益の達成』でなければならないことは、自明の事柄であっ

て、それ自体は極めて重要な公共の利益であるが、そのことから直接に、音楽

教師に対し入学式において『君が代』のピアノ伴奏をすることを強制しなけれ

ばならないという結論が導き出せるわけではない」とし、「子供の教育を受け

る利益の達成」という一般的目的、「入学式における『君が代』斉唱の指導」

という中間目的、「入学式進行における秩序・紀律」及び「校長の指揮権の確

保」という具体的目的の重層構造を指摘した上で、「公務員の基本的人権の制

約要因たり得る公共の福祉ないし公共の利益が認められるか否かについて

は・ 。・本件の場合、何よりも、上記の①『入学式進行における秩序 e紀律』

及び②『校長の指揮権の確保』という具体的な目的との関係において考量され

ることが必要であるというべきである」 (傍点引用者)と 強調するとおりであ

る (最判平成 7年 3月 7日 民集49巻 3号 696頁 (泉佐野事件最高裁判決)

同旨)。

以上のとおり、精神的自由の 1つであるみだりに信仰に関する情報を収集 。

保有されない自由を制約する以上、単にテロの危険や国民の生命といつた抽象

的な目的では足りず、時間、場所、規模等に関し、より具体的なテロの危険及

び国民の生命に対する危機の存在が明確にされなければならない。

しかしながら原判決は、他国におけるテロの存在等から導かれる抽象的な国

際テロの危険を目的として、一審原告らのみだりに信仰に関する情報を収集・

保有されない自由の制約を正当化しており、論証の枠組み設定に誤りが認めら

れる。

(2)抽象的な “可能性"に依拠して情報収集の必要性を認めていること

原判決は、モスクが過激派から勧誘を受ける舞台となる “可能性"があるこ

とを理由として、一審原告らの信仰に関する情報を、組織的、網羅的に収集し、
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データベース化する本件情報収集活動の必要性を導く。より具体的には、原判

決は、イギリスとカナダにおいて、モスクで過激派から勧誘を受け、テロ行為

に加担した事例が報告されていることを、“可能性"の根拠として挙げる。

しかし、抽象的な “可能性"に基づく精神的自由の制約が許されれば、人権

保障は画餅に帰す。過去に海外において、モスクで過激派から勧誘を受け過激

化したという事実が報告されているというだけで信仰に関する個人情報を収

集できるとすれば、警察はあらゆる個人のあらゆる情報を収集できることとな

りかねない。

過去の判例も、精神的自由の権利制約を正当化するためには、法益侵害の抽

象的な可能性があるだけでは足りず、明白かつ具体的な危険がなければならな

いと判示する。

すなわち、前掲泉佐野事件において最高裁判決は、「集会の自由の制約」が

「基本的人権のうち精神的自由を制約するものである」ことを重視した上で、

かかる集会の自由を制約するためには、「集会の自由を保障することの重要性

よりも、本件会館で集会が開かれることによつて、人の生命、身体又は財産が

侵害され、公共の安全が損なわれる危険を回避し、防止することの必要性が優

越する場合をいうものと限定して解すべきであり、その危険性の程度としては、

前記各大法廷判決の趣旨によれば、単に危険な事態を生ずる蓋然性があるとい

うだけでは足りず、明らかな差し迫つた危険の発生か具体的に予見されること

が必要である」とするのである。

テロの過激派から勧誘を受ける抽象的な“可能性"は、至る場所に存在する。

そのすべての場所において、出入りする人間の信仰に関する個人情報を収集で

きるとすれば、警察による情報収集は事実上無制約なものとなる。裁判所は、

警察の行動に歯止めをかけ、人権擁護を実現するべく、モスクにおいて過激派

から勧誘を受け、テロ行為に加担する “危険"が “現実的"な ものであること

を明らかにするよう、警察に求めなければならない。
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また、テロ行為に加担する “可能性"はムスリムに限られるものではない。

経済的利益や現政府への敵サ
l氣心等から、テロ行為に加担する “可能性"は多く

の者が内包している。この点においても、警察の行動に歯止めをかけるべく、

とりわけムスリムが、他の類型の者よりもテロ行為に加担する “危険"が “現

実的"なものであることを明らかにするよう、警察に求めなければならないの

である。

以上のとおり、信仰に関する情報の収集・保有を正当化するためには、「明

らかな差し迫つた危険の発生」が、「具体的に予見されることが必要」である

はずなのに、原判決は、抽象的な “可能性"のみに基づき収集・朱有を正当化

しており、憲法解釈・適用の誤りが認められる。

なお、以上に加え、原判決が、モスクにおいて過激派から働誘を受ける “可

能性"の根拠として挙げる上記イギリスとカナダの事例が、実際には、モスク

における勧誘が過激化の原因であると報告されたものではないことを指摘す

る。

まず、イギリスの事例について、原判決が認定の根拠とした文献の記載 (丙

10の 1・ 38頁 )の もとになつた英国政府による「2005年 7月 7日 ロン

ドン爆破事件公式説明報告書」(甲 46)に よれば、「(犯人の 1人であつた)

リンゼーは過激主義の説教者として知られていた者に強く影響されていたよ

うであつたが、他の者については必ずしも明らかでない。説教に参力日したり、

ビデオを見たり、過激主義者による文書を読んだりする機会があつたのかもし

れないが、どれがどの程度の影響を与えたのかは不明である。彼らが暴力的過

泳主義1と依拘しモザ、らたあィまi二腹占1と適激主義と歯違かあるときれモげ、た場

所とィよPi路れた場所おあらたあ奉ィよなずヽ7i、 と考えられる」とされており(甲 46

の 2・ 3頁 )、 むしろモスクとは関係のない場所で暴力的過激主義に傾倒して

いつた可含酵l生が指摘されている。

また、カナダの事例についても、「犯人のうち6人は、同じモスクに通い、

18



同モスクにおいて、指導的役割を果たしていた最年長者とともに、礼拝、スポ

ーツ活動、イスラムに関する議論等を行った」が、この者が「過激化や勧誘を

行ったとの証拠はない」とされている (丙 10の 1・ 42頁 )。

このように、警察がモスクを監視し、内部に入つてまで信仰に関する情報を

収集することの枝拠として原判決が掲げる2つの事例は、“可能性"の根拠と

して挙げることすら憚られるものである。

(3)個人情報収集の必要性に関する論理構成が破綻していること

原判決は、「過激化のプロセスの可能性の 1つ として宗教施設におけるイス

ラム過激派からの勧誘等が指摘されて」いることから、一審原告らの信仰に関

する詳細な個人情報を収集する必要性を導くが、その論理は不明である。

特に、宗教的儀式への参加の有無、教育活動への参加の有無、その者の宗教

的コミュニテイにおける立場が、「平穏なイスラム教徒であるか、イスラム過

激派に属するテロリス トかを見極める」にあたり、どのような意味を有するの

かにつき、原判決は理由づけを放棄したというほかない。

原判決は、いつたいどのような「宗教的儀式への参加の有無」が、「平穏な

イスラム教徒」と「イスラム過激派に属するテロリス ト」の分水嶺だと考えて

いるのだろうか。例えばムスリムは日に5回祈りをささげることが義務付けら

れており、また、祈りはモスクで棒げることが望ましいとされているが (ク ル

アーン合同社拝章)、 警察は、一審原告らが、モスクに積極的に礼拝している

ことを捉えて、「容疑」と位置付けていた (甲 1の 2、 甲1の 11等 )。 つまり、

原判決が本件情報収集活動の必要性を認めるということは、「モスクに積極的

に礼拝」しているか否かを、「平穏なイスラム教徒」と「イスラム過激派に属

するテロリス ト」の分水嶺と考えているということとなる。信仰の深さがテロ

と結びつくと考えない限りこのような結論に至るはずがない。

しかし、言 うまでもなく、信仰の深さとテロ行為は何ら関係がない。このこ
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とは、英国政府による2005年 7月 7日 ロンドン爆石皮事件公式説明報告書

(甲 46)において、「(犯人の)4名がいずれも宗教的戒律を厳格に遵守して

いたことは明らかであつたが、このことが暴力的過激主義に傾倒することにな

ったことを示す外形的な兆候はほとんどなかつた」と報告されているとおりで

ある (甲 46の 2・ 3頁 )。

また、教育活動について、モスクの指導者であれば立場上当然に礼拝者に姑

して教育活動をすることとなる。原判決は、かかる活動の他に、どのような「教

育活動」に参加していれば、「過激派に属するテロリスト」か否かを見極めら

れるというのだろうか。そして、宗教的コミュニティにおけるいかなる立場が、

「平穏なイスラム教徒」と「イスラム過激派に属するテロリスト」との区分を

導くのだろうか。

ここで重要なことは、警察が、何らかの「宗教的儀式への参加の有無」や「教

育活動への参加の有無」、「宗教的コミュニティにおける立場」に着日して、「平

穏なイスラム教徒」と「イスラム過激派に属するテロリスト」の区分に成功し

た資料が何一つないことである。警察は、「シュラ・ゾヘール」や「デュモン」、

「ファーデル」といつた何人かのイスラム教徒をテロリスト関係者と見なして

いるようであるが (甲 1の 11参照)、 その根拠は、実際にテロを実行したか、

あるいはアル・カイダ等の過激派組織に属していることに尽きており、「宗教

的儀式への参加の有無」や「教育活動への参加の有無」、「宗教的コミュニティ

における立場」を根拠として判断している様子は見当たらない。

結局、原判決は、一審被告らすら主張していないにもかかわらず、そして何

一つ具体的な根拠がないにもかかわらず、「宗教的儀式への参加の有無」や「教

育活動への参加の有無」、「宗教的コミュニティにおける立場」を収集しなけれ

ば、「平穏なイスラム教徒」と「ギスラム過激派に属するテロリスト」を見分

けることができないなどと決めつけているのである。原判決の認定は、警察の

捜査を是認するという結論を先取りし、かかる結論と整合させるために、証拠
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に基づかない空想を根拠 としたものとい う他ない。

3 ムスリムに対するモスク把握活動を含む情報収集活動が国際テロの予防とい

う目的に適合しておらず、効果的でもない上、相当性を欠くものであつたこと

(1)原判決の認定及び問題の所在

原判決は、警察法 2条 1項により公共の安全と秩序の維持を責務とする警察

には、国際テロ防止のための情報収集活動の一環として、イスラム教徒達がい

かなるコミュニティを形成しているのか、その活動の概要がいかなるものかを

把握する必要があり、また、モスクに出入りする各人について、その信仰活動

を含む様々な社会的活動の状況を広汎かつ詳細に収集して分析することが求

められるとした上、本件モスク把握活動が国際テロの発生を未然に防止するた

めに必要な活動であると判示する (以上につき、原判決 60ないし62頁、6

5ないし66頁 )。

このようなムスリムであることのみに着目した包括的な情報収集活動は、一

般に宗教的プロファイリングと呼ばれるものであるがと、以下に述べる国連等

における勧告及び報告等や英国をはじめとする各国における状況に照らせば、

イスラム教徒に対するモスク把握活動を含む情報収集活動は、国際テロの予防

という目的に適合しておらず、効果的でもないものであつて、原判決の上記の

判示は誤りである。

(2)国際機関等における勧告及び報告等について

まず、国際機関は、テロ封策における人権の保護やテロ姑策のためのプロフ

ァイリングと人権の保護との関係について、2001(平成13)年 9月 11

1国連特別報告者の報告書は、プロファイリングを「一連の身体的、行動的又は心理的な御鉄と特定の犯罪とを規

則的に関連付ける」ことと定義している (甲 38の 2・ 3頁参照)
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日に発生した米国同時多発テロ事件以降、多くの勧告及び報告等を行つている

ところ、これらの働告及び報告等は、いずれも、以下のとおり、イスラム教徒

に対するモスク把握活動を含む情報収集活動は、国際テロの予防という目的に

適合しておらず、効果的でもないと結論付けている。

ア テロ紺策における人権の保護の重要性に関する国際機関の決議

米国同時多発テロ事件以降、国際社会においては、テロリズムと闘うため

の国際的及び地域的な協力が強化されてきたが、一方で、本件情報収集活動

が行われた2008(平 成 20)年 11月 ころまでには、国際テロを効果的

に防止するためには人権の尊重及び法の支配が重要であることが繰 り返し

強調されるようになつていた。

すなわち、2006(平成 18)年 9月 20日 に国連総会で採択された「国

際連合グローバル反テロリズム戦略」(甲 39の 1)においては、「テロリズ

ムとの聞いの基本的な基盤としてのすべての者にとつての人権の尊重及び

法の支配を確実にするための措置」を執ることの必要性が強調され、「テロ

リズムを、宗教、国籍、文明または種族的集団と関連付けることはできずま

た関連付けてはならないことをも再確認」するとされていた (甲 39の 2・

2頁、10頁以下)。

これに続き、2006(平 成 18)年 12月 19日 に国連総会で採択され

た「テロ対策における人権及び基本的自由の保護」 (甲 40の 1)において

は、「テロリズムに対抗する措置が、少数者の人権に十分に考慮して実施さ

れ、人種、皮膚の色、性、言語、宗教又は社会的出身に基づき差別されては

ならないことを再確認 (す る)」 、「すべての国家が、テロリズムに対する戦

いにおいて、個人の尊厳や基本的自由、民主主義の運用や法の支配を尊重し

保護するよう作業することが緊急に必要であることを再確認 (す る)」 など

とされていたところである (甲 40の 202頁 )。

イ テロ対策におけるプロフアイリングと人権の保護との関係に関する国際
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機関の勧告及び報告

このように、国際機関においては、テロ対策における人権の尊重、特に少

数者の人権の尊重が強調されていたところ、国際テロの予防という目的のた

めの情報収集活動においても、国際機関から繰り返し勧告及び報告がされて

いた。

すなわち、人種差別撤廃条約によつて設置された人種差別撤廃委員会は、

2004年 1月 10日 に採択された「外国人に姑する差別に関する一般的柳

告30」 において、「テロリズムとの問いにおいて取られるいかなる措置も、

目的又は効果において、人種、皮膚の色、世系又は出身国若しくは民族的出

自において差別されてないこと及び国籍を有しない者が人種的又は民族的

なプロファイリング又は固定観念の封象となるものではないこと」を保障す

るよう求めていた (甲 38の 2・ 6頁 )。

また、米州人権委員会は、2002年 10月 22日 に公表されたテロリズ

ムと人権に関する報告書において、「各国は、いかなるプロファイリングや

同様の手法の利用に当たつても、必要性及び相当性の判断並びに平等原則に

関する国際的な原則を厳格に遵守しなければならず、司法による厳密な審査

を受けるものでなければならない」と述べている (甲 38の 2・ 6～ 7頁 )。

さらに、欧州評議会の人種主義及び非寛容に対する欧州委員会も、200

4年 3月 17日 に策定されたテロ対策における人種主義との聞いに関する

提言において、各国政府に対し、法令の制定や実行による差別や警察による

差別が生じないことを監督するよう求めていた (甲 38の 2・ 7頁 )。

ところで、国連人権理事会は、「テロ対策における人権及び基本的自由の

促進及び保護に関する特別報告者」(以下「特別報告者」という。)を指名し、

テロ対策における人権の保護との関係について報告を指示していたところ、

特別報告書は、2007(平 成 19)年 1月 29日 に人権理事会に提出した

報告書 (以下「特別報告者報告書」という。)において、テロ対策における
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プロファイリングと人権の保護との関係について報告した (甲 38)。

そこで、以下では、上記の特別報告書報告書の内容について、詳述する。

ウ 特別報告者報告書の概要

特別報告者は、特別報告者報告書において、プロファイリングが各国のテ

ロ対策で重要になつていることを指摘した上、テロ封策によるプロファイリ

ングとは、「一連の身体的、心理的又は行動的な指標であり、テロ行為に関

与している者に典型的に見られるものであつて、これを予見するに当たつて

相当の意味を有するもの」とする (甲 38の 2・ 2頁 )。

その上で、特別報告者は、警察が必ずしも客観的な根拠のない一般化した

広汎な指標を利用した場合は、人権に対する相当性を欠く制約となり得ると

し、米国同時多発テロ事件以降、民族や宗教といつた特徴によるテロ姑策の

ためのプロファイリングが行われることに重大な懸念を示している (甲 38

の 2・ 3頁 )。

これに続き、特別報告者は、国際テロの予防というテロ対策によるプロフ

ァイリングの目的は正当かつ必要性があるとしながら、ムスリムやムスリム

諸国の出身であるといつた民族、出身国及び宗教をプロファイリングの指標

とすることは、潜在的なテロリス トを把握するためには過度に広汎であり、

警察に過度の負荷を掛けるものであるとする (甲 38の 2・ 7～ 9頁 )。

その一方、特別幸R告者は、ドイツにおけるラスター捜査や英国における職

務質問及び所持品検査においてほとんど検挙に至らなかつたという経験を

挙げた上、ムスリムやムスリム諸国の出身に基づくテロ対策によるプロフア

イリングは、潜在的なテロリス トを把握するためには狭きに失するものとす

る (甲 38の 2・ 9～ 10頁 )。

以上から、特別報告者は、ムスリムやムスリム諸国の出身であるといつた

民族、出身国及び宗教に基づくプロファイリングは、適切でも効果的でもな

い一方で、具体的な検挙に必ずしもつながるものではなく、著しく多数の何
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らの嫌疑のない者に影響を与えるものであるとして、テロ紺策として相当性

を欠くものであると結論付けている (甲 38の 2・ 10頁 )。

工 小括

以上のように、特別報告者報告書をはじめとする国際機関の勧告及び報告

は、ムスリムやムスリム諸国の出身であるといつた民族、出身国及び宗教に

基づくプロファイリングが、国際テロの防止という目的に適合しておらず、

効果的でもないことを明らかしているが、以下に述べるとおり、各国におけ

る状況も、これらの勧告及び報告を裏付けるものとなっている。

(3)各国における状況について

原判決によれば、2005(平 成 17)午 7月 7日 に発生した英国同時多発

テロ事件を契機としてホームグローンテロリス トの存在が各国で注目される

ことになったとされているが、各国では、それ以降も、テロ対策を理由にムス

リムを対象として情報収集活動を行うことについては、基本的人権及び自由の

観点から問題があるのみならず、テロの予防という目的に適合せず、効果的で

もないとされている。

そこで、以下において、各国における状況として、英国、米国及びドインの

状況について述べる。

ア 英国

英国は、原判決が認定するとおり、英国同時多発テロ事件が発生した国で

あるが、ウェス ト・ミンドランズ警察が、テロ紺策を理由として、バーミン

ガム市のムスリムの集住する地域において監視カメラを設置する等の情報

収集のプログラムを行つていたところ、人権団体から批判されただけでなく、

他の地方警察や自治体からも、人権の観点から疑義がある上、効果的なテロ

対策にとつて必要不可欠なコミュニティからの信頼を著しく損なうもので

あると非難され、これを受け、監視カメラが撤去されるに至っている。
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すなわち、ウェス ト・ミンドランズ警察は、2007(平 成 19年)10

月、テロ紺策のためにバーミンガム市のムスリムの集住する地域において、

監視カメラを設置する等の情報収集のプログラムであるプログラム・チャン

ピオンを計画し、内務省情報局朱安部 (M15)の承認のもと、内務省のテ

ロ姑策の予算による支出を受けて情報収集を開始したが、2010(平 成2

2)年 4月 のガーディアン紙による報道を受け、同年 6月 に情報収集が停止

された (甲 41)。

これを受け、警察では、テームズ 。バレー警察本部長による独立した調査

が行われたが、同本部長は、2010(平 成 22)年 9月 30日 の調査報告

書において、英国におけるテロリズムの脅威は重大で差し迫つていたとしな

がら、ムスリムが集住する地域でこのような監視を行うという発想自体が問

われるべきであり、その相当性、正当性、必要性及び倫理について疑義が呈

されるべきであつたとした。その上で、このプロジェクトが、人権上の重大

な懸念を生じさせたものであり、コミュニティからの信頼の喪失をもたらし

たことは疑いようがないとして、暴力的な過激主義に対する対策は、すべて

のコミュニティの支援を得る必要があるとした (甲 41)。

また、バーミンガム市議会は、2010(平 成 22)年 11月 2日 の調査

報告書において、プログラム・チャンピオンにおける「特定の地域に集中し

た多数の監視カメラと自動ナンバー読取装置の設置は、有益で正当化し得る

ものなのか」という問題に関し、「これを肯定する何らの証拠も得られなか

ったとした」とした上、「ムスリム・コミュニティをまさに姑象として計画

されたという点において、許容されないことは明らかである」とした。その

上で、予想される脅威に姑する相当な手段でもなく、コミュニティにスティ

グマを与えるもので差別的であるとして、英国内で繰 り返されることがあつ

てはならないとしている (甲 42)。

このような状況を受け、英国の人権団体がウェス ト・ミッドランズ警察に
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対し、監視カメラを撤去しない限り、高等法院で司法審査の手続を開始する

ことを通知したところ、同警察は、「テロ行為と戦うに当たつては 6● 地域

のコミュニティからの支援や信頼が最も重要であ」り、監視カメラによる解

決よりも「はるかに効率的に犯罪やテロリズムの脅威に紺して戦うことがで

きる」とした上、監視カメラを撤去するに至ったものである (甲 41)。

イ 米国及び ドイン

次に、米国は、米国同時多発テロ事件が発生した国であるが、ニューヨー

ク市警が、テロ対策を理由として、ニュージャージー州のイスラム教徒の集

住する地域で居住地、店舗、モスク等に関する網羅的かつ組織的な情報収集

のプログラムを行つていたところ、テロ行為の端緒の発見につながらなかっ

たのみならず、連邦捜査局 (FBI)な ど他の捜査機関からもコミュニティ

との協力関係を損なうものと強く非難され、これを受け、連邦政府が民族的

出自や宗教を理由とするプロファイリングを制限する旨の規則の変更を検

討しているとされている (甲 44、 甲45)。

また、ドインは、米国同時多発テロ事件の実行犯が居住しており、その後

も国際テロが発生した国であるが (原審における一審原告ら準備書面 (6)

30頁以下参照)、 イスラム教徒であることなどの特徴を有する者を特定し

て警察による監視の姑象とするいわゆるラスター捜査について、特別報告者

報告書は、ドイツ連邦最高裁判決の事実認定を引用した上、約 3万 2000

人が詳細に調査されたにもかかわらず、テロ行為の端緒の発見につながらな

かったとことを指摘している (甲 38の 203頁 )。 すなわち、「連邦刑事局

によれば、送付されたデータは総計で 3万 1988件であった。連邦刑事局

では、これらのデータをそれまでに収集した様々な手持ちのデータと照合し

た。。・・照合の結果は、それぞれの州刑事局に送付され、さらなる捜査が

行われたが、明らかになっている限りでは、『スリーパー』が発見されたり、

破壊的犯罪の容疑で逮捕者が出るといつた成果はあがらなかつた」というの
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である (甲 18・ 344頁 )。 なお、 ドイツ連邦憲法裁判所が、具体的な危

険が発生する以前の時点でラスター捜査を行 うことは、情報自己決定に関す

る基本権を侵害するものとして許 されないとしていることは、すでに述べた

とお りである (原審一審原告ら準備書面 (6)30頁 以下、甲 18)。

(4)小括

以上のとおりであるから、国際テロの予防のために、ムスリムのコミュニテ

ィやその活動について情報収集する必要があるとか、モスクに出入りする各人

の信仰活動を含む様々な社会的活動の状況を広汎かつ詳細に情報収集する必

要があるという原判決の判示は、上記の国際機関の働告及び報告等や英国をは

じめとする各国の状況に明らかに反するものであり、到底採り得ないものであ

る。

のみならず、そのような判示自体が、国際機関や各国において懸念されてい

るとおり、ムスリムのコミュニティからの信頼の喪失を招来するものを言わざ

るを得ない。

4 小括

以上のとおり、本件情報収集括動の必要性に関する原判決の判示は、必要性に

関する論理構成が破綻しているうえ、本件情報収集活動が国際テロ対策として必

要でも効果的でもないことを看過したものであり、失当である。

第5 本件情報収集活動の弊害の程度が重大であること

¬ 原判決の認定と問題の所在

原判決は、本件情報収集活動について、

惨貯 |こ姑 ιて宿″の″″を要求 ♭たクナうbの であ、紗 取扱レⅢを

ガレうたク、宗教的脚 ″アら″うの強制 。禁上・フ阪を力厨えたクナろるので6な
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て、原者らが療窓康を力き容うだとどメろノ

と判示する。

この判示には2つの問題点がある。

第 1の問題J煮 は、本件情報収集活動の弊害を一審原告らの個人的な弊害に押し

とどめることにある。第 2の 問題点は、本件情報収集活動の弊害を単なる嫌課感

と評したことである。

2 -審原告らの個人的な弊害に押しとどめる問題点

(1)問題の所在

本件情報収集活動は、偶発的、個別的になされたものではない。警察庁及び

警視庁が主導となつて、全国の道府県警察とともに、国内の全ムスリムの個人

情報と、主要なムスリムコミュニティの関連情報を収集することを目標として、

組織的、計画的に実施されたものである。

警察庁及び警視庁は、

① 監視、尾行、聞込み、職務質問等を暦区使して、すべてのムスリムの

個人情報を収集する (甲 1の 1、 甲1の 2、 甲1の 3、 甲1の 4、 甲

1の 5、 甲1の 6等 )

② 個人情報の収集に当たつては、宗教活動、宗教的教育活動、モスク

ヘの出入状況を、「容疑」として把握する (甲 1の 3、 甲1の 5、 甲

1の 11等 )

③ 民間団体からの違法な情報提供等により、ムスリムとわずかでも関

連のある店舗、団体、コミュニテイ等に関するあらゆる情報を収集す

る (甲 1の 3、 甲1の 4、 甲1の 5、 甲1の 49等 )

④ 主要なモスクを監視し、出入り人数について統計を取り、すべての

出入者を把握するとともに、モスクの内部に許可を得ずに立ち入り、

個々のムスリムの宗教的行為や宗教的教育に関する情報を集める (甲
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1の 2、 甲 1の 51、 甲 1の 52、 甲 1の 56、 甲 1の 57、 甲 1の

58等 )

⑤ 個人情報を収集する目的で、何 らかの容疑を理由として逮捕、捜

索・差押をすることを推奨する (い わゆる「事件化」・甲 1の 3、 甲

1の 13ないし甲 1の 31等 (例 えば甲 1の 31では「入管法違反帯

助」の罪で携帯電話 とパソコンが押収 され、内部の情報が解析 されて

いる。))

⑥ ポイン ト制度を採用 し、ムス リムの個人情報を収集 した警察官には

特別表彰を与える (甲 1の 3)

⑦ 行政機関相互でムスリム及びムスリムコミュニティに関する情報

を共有する (甲 1の 4、 甲1の 7、 甲1の 10等 )

③ 収集した情報はデータベース化し、半永久的に保有する (甲 1の 1

11、 甲1の 49等 )

ことなどを主要な内容とするプログラム (本件情報収集プログラム)を定め、

これを執行する形で、本件情報収集活動を実施していたのである。

したがって、本件情報収集プログラムの策定行為は、個々の執行行為の前提

であり、個々の執行行為と一体のものとして検討されなければならない。

実際、原判決は、本件情報収集活動の必要性については、個々の警察官が実

施した一審原告らの個人情報の収集活動それ自体の必要性ではなく、まさに本

件情報収集プログラムの必要性を検討し、評価の封象としている。必要性につ

いてはプログラム全体を対象として過大に評価しながら、弊害については一審

原告ら個人の弊害に落とし込み過小に評価することは、偏頗的な評価方法とい

うほかない。必要性については大きな国家的な利益を持ち出し、弊害について

は個人的なものに押しとどめれば、前者が後者を大きく上回るように見えるの

は必定である。原判決の認定は前提とする枠組みに誤りが認められる。
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(2)本件情報収集プログラムの弊害

以上を前提に本件情報収集プログラムの弊害を評価すると、無視しえない重

大な弊害が 3つある。

ア 差別を助長すること

1つは、差別の助長である。本件情報収集活動は国内のムスリムに対し、

信仰する宗教に着日して差別的な取り扱いをするものである。憲法 14条は、

公的機関に対し、差別を助長しないよう義務付けており、かかる弊害を軽視

することはできない。

このサ煮、原判決は、差別が助長されるのは情報の漏えい段階であり、情報

の収集段階では差別的効果は生じていないと判示する (原判決65頁以下)。

しかし、公的機関が、信仰する宗教の内容のみに着目し情報収集のプログラ

ムを策定することは、憲法 14条に照らし原則として許されない行為である。

漏えいしなければ、思想 。信条に着目した差別的な情報収集活動を無制約に

してもよい、などとする憲法論はおよそ考えられない。

実際、本件情報収集プログラムが策定され、執行者である個々の警察官そ

の他の公務員に通知・通達されれば、各公務員の差別意識が助長されること

は避けられない。国家は、差別を助長する公的行為をしてはならないのであ

つて、本件情報収集プログラムの策定・執行行為は、差別の助長という重大

な弊害を伴うものである (以上につき、第 2章において詳論する)。

イ テロ対策として逆効果であること

本件情報収集プログラムの2つ 目の重大な弊害は、テロ捜査であるにもか

かわらず、ムスリムの協力を得られなくなることにより、テロ対策として逆

効果であるということである。本件情報収集活動の対象とされた全ムスリム

は、不必要な職務質問、尾行、監視、モスクヘの立入等といつた不公平な取

扱いのため、警察に対する不信感を抱くこととなり、警察において、正確な

情報を迅速に収集する妨げとなる。
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実際、特別報告者報告書においても

「―だの形 翻 瑠ま宗教的な集騒が全πとιて菱
=を

受″ノ、オカ(を

受″うオろごとが、警察たガナ5深劾牧 億ヽ惑 を6た らナことから、警察

の活動だとつて重大 で消極的な影響を 6た らナことだなろっ英国 で

雁 ・羽修隼開深 フ

"青
漏検査の権服の行使カミ=7ヾ ュ

「

牙ノだとの声雰

で有ナう 廃 修 ぐ海 殖 ぬ影響畳 を強調 ♭、′どの権限の行使は、多

知 こ対ナろ下億惑 を翡″β
~さ

せ、警察との庸C潮 な入灌跨χ店昆痰砂

狼対立を6た ら♭、ヨヾヱエア /́だまう情報け↑―'ノrノ牙ノジとシヌだ女

あ情報)｀った重要な清報源を失 ラことだなるソと♭てレヽろ。筆察と

こ7ヾ ュニ牙7と の庸の宿病の愛突′茸、テた7ガiズの疹汀で待だワク返 b

旬 ″ 蟷 クヽ6のであろ。・・魔だ、ガた7ノヌ かの
『

潜伏者』″ギⅢ//ヌ

ノ
~ム

教徒 であ 修 ノと堀必まれるとレ`ラの彬 ん賦 艶卿諺髭力 ぞ

み 舛 7ヾ ュニティと彦力芦グたあ5ご とんミ必要不 ″了支となわっテた7ガ

舟 ご府″ノろ多祭々の政策ぬミ効果を有ナうためたが、豊 影 三7ヾ ュニ牙7

との河の信頼関係 をデ資をうなノ,オん鹿 必 な″Ⅵ (甲 38の 2・ 10頁

以下)

と報告されており、本件情報収集活動のような捜査活動が、テロ対策として

有害であることが指摘されている。

ウ 警察による個人情報のデータベース化が個人の人格的発展や民主主義社

会に悪影響を及ぼすこと

本件情報収集プログラムの3つ 目の弊害は、その主要な目的が、既に発生

した事件に役立てることにあるのではなく、将来発生するかもしれないテロ

行為に備えて、ムスリムやムスリムコミュニティに関する情報をデータベー

ス化することにあるという点である (甲 1の 11等参照)。

裁半J例 (大阪高判平成 18年 11月 30日 判時1962号 11頁)におい

て指摘されるとおり、「情報通信技術の飛躍的な発展に伴い、平ンターネッ
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卜等を通じて情報が瞬時にかつ大量に流通する現代社会にあつては」、情報

のデータベース化の意義は重要性を増している。

「国家機関等の公権力が,中 国民の私生活上の自由及び平穏に関連する…

私的領域に関する情報を広く収集し、管理し、利用するような事態となった

場合には…収集又は管理されている情報の規模、内容等のいかんによつては、

収集又は管理していること自体が、憲法 13条により保障されているプライ

バシー権を害」すると判示されるとおり (前掲大阪高判)、 収集した個人情

報を広くデータベース化する行為は、「独立に違憲審査の対象となりうる」

(山本龍彦教授意見書 (甲 27)参照)ほ ど、慎重な配慮が必要となる行為

なのである。

警察が、個別の目的のために単発的に個人情報を収集し、目的達成後には

廃棄する場合と、データベースロ的のために組織的、網羅的に個人情報を収

集し、かかる個人情報につき廃葉が予定されていない場合とでは、収集時に

求められる配慮は、おのずと異なるはずであり、また異ならなければならな

ヤ｀
。

なぜならば、後者の場合には、前者と異なり、「警察によつて『逸脱』し

た行為様式が記録され、情報として永続的に蓄積・利用・伝達されるのでは

ないか、という不安は、こうした行為様式によつて人目を惹かないような行

動をとるよう人を促すことになり (委縮効果)、 個人の人格的発展を、また

自由で民主的な共同社会の実現を妨げることになる」ためである (甲 27)。

工 小括

以上のように、本件情報収集活動の基礎となる、すべてのムスリムを捜査

対象とする本件情報収集プログラムは、差別禁止という憲法的準則の観′点か

らも、対テロ対策という観J点からも、そしてデータベース化に伴う個人の人

格的発展や民主主義社会に及ぼす悪影響という観点からも、重大な弊害を伴

うものである。
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3 -審原告らに生じた弊害を単なる嫌悪感と評した問題点

次に、一審原告ら個人に生じた弊害についても、原判決は過小評価するもので

ある。

(1)信仰に関する情報を収集されることの弊害

まず、収集された情報は、信仰に関する情報である。信仰は個人の人格と分

かちがたく結びついている。信仰に関する情報を収集する行為は、単に信仰に

関する外形的行為を観察しているのではなく、対象者の人格を捜査姑象として

いるのである。国家は、個人を人格の主体として尊重しなければならないこと

の帰結として (憲法 13条 )、 個人の人格そのものを捜査の対象としてはなら

ない。それは、個人を、人格のない、単なる物として扱うことにほかならない

ためである。

また、原判決は、「本件モスク把握活動は、捜査員が自らモスクヘ赴いて、

一審原告らのモスクヘの出入状況や宗教的儀式、教育活動への参加状況という

外部から容易に認識することができる外形的行為を観察したというものであ

って、その意味では、これによつて把握される一審原告らの行為が、第二者に

認識されることが全く予定されていないものであるというわけではない」こと

を理由に、弊害は小さいと判示するが、警察がモスクという宗教施設の内外を

監視し、情報を収集 していたことの弊害を軽視することはできない。

このことは、大阪地判平成 6年 4月 27日判時1515号 132頁 (釜 ヶ崎

監視カメラ事件・最高裁において維持)が、監視カメラ設置の適法性を論じる

に当たり、正確に指摘するとおりである。

すなわち、「同じく公共の場面とはいつても、例えば病院や政治団体や宗教

団体など人の属性 。生活 。活動に係わる特殊な意味あいを持つ場所の状況をこ

とさら監視したり、相当多数のテレビカメラによつて人の生活領域の相当広い

範囲を継続的かつ子細に監視するなどのことがあれば、監視対象者の行動形態、
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趣味・嗜好、精神や肉体の病気、交友関係、思想・信条等を把握できないとも

限らず、監視対象者のプライバシーを侵害するおそれがあるばかりか、これと

表裏の問題として、かかる監視の紺象にされているかもしれないという不安を

与えること自体によつてその行動等を萎縮させ、思想の自由・表現の自由その

他憲法の保障する諸権利の享受を事実上困難にする懸念の生ずることも否定

できない」のである。

モスクは、宗教的行為の象徴的な場所であり、そこに出入りする人々の人格

に強く配慮しなければならない場所である。実際、警察自身、宗教的施設を紺

象とする捜査は、そこに出入りする人々の人格に対する脅威となりかねず、弊

害が大きいことを認識しており、教会を対象とする捜査に際しては十分に配慮

するよう通知 (甲 28)を発出しているところである。

以上のとおり、本件情報収集活動の対象が、人格と分かちがたく結びつく信

仰に関する情報であることを軽んじ、弊害を単なる「嫌悪感」に貶める原判決

の判示は、失当である。

(2)収集態様の弊害―監視行為の弊害

本件情報収集活動が、警察による監視行為であることも無視しえない。警察

は、「犯罪の予防、鎮圧及び捜査・ 。その他の公共の安全と秩序の維持」(耕誓祭

法 2条 1項)を責務とする組織であるから、情報を収彙される個人からすれば、

何らかの理由で、自らの思想、信条が、形巳罪の予防、鎮圧及び捜査・ 。その

他公共の安全と秩序」に関係するものと疑われていることとなる。そのため、

収集主体が警察であれば自らの思想、信条を理由として警察権が行使されるか

もしれないと危惧するから、私生活における平穏は著しく害されることとなる。

しかも、本件において、その収集の態様は、単発的なものではない。一審原

告らは、私生活を徹底的に監視されることにより、モスクヘの出入の頻度、日々

の宗教的行為の内容、宗教的教育活動の有無、信仰の程度等に関する情報を、
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網羅的に収集されたのである。

このように、継続的な監視は、相手の人格を丸裸にすることを目的とするも

のであり、人格の軽視を前提とするものである。私生活を徹底的に監視される

ことは、憲法 13条に照らし原則として許されるものではない。

このことは、前掲釜ヶ崎監視カメラ事件が、「いまだ犯罪が具体的に発生し

ていない段階」においては、「個人を識別・特定したうえ追跡的に監視する」

ことイま「原則としてできない」とした上で、「いまだ犯罪が具体的に発生して

いない段階Jを 「(イ )対象者が全く適法な行動に出ている場合、(口 )異常な

挙動その他周囲の事情から合理的に判断して何らかの犯罪を犯そうとしてい

ると疑うに足りる相当な理由がある場合 (警職法二条の場合)、 (ハ )必巳罪がま

さに行われようとしている場合 (同法五条の場合)等」の段階に分けつつ、「右

(イ )の状態にある対象者を追跡的に監視することは・・到底許され得ない」

と判示するとおりである。

本件における一審原告らは、まさに、「いまだ犯罪が具体的に発生していな

い段階」において、「全く適法な行動に出ている」にもかかわらず (それどこ

ろか憲法上信教の自由として保障された行動をしていただけであるにもかか

わらず)、
「追跡的に監視」されたものである。しかも、監視の程度は、監視カ

メラにより特定の場所における行動を監視されるにとどまらない。本件情報収

集プログラムによれば、一審原告らは、モスクの前で出入を継続的に監視され

るだけではなく、時にはモスクの内部において宗教的行為や宗教的教育に関わ

る言動を監視され、さらには尾行によリモスクを出てからの言動を監視されて

いたのである。監視の程度は上記裁判例における監視カメラによるものの比で

はない。

このような監視行為を、「全く適法な行動に出ている場合」になされること

を、単なる「嫌悪感」に矮小化することはできない。
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(3)小括

以上のとおり、本件情報収集活動が一審原告らに及ぼす弊害は壱大であり、

単なる嫌悪感にとどまるものではない。

4 小括

以上のとおり、本件情報収集活動は、単に一審原告ら個人の情報収集に留まる

ものではなく本件情報収集プログラムの執行としてなされたものであって、その

弊害は重大であり、また一審原告ら個人に及ぽす弊害も甚大であって、これを単

なる嫌悪感と評する原判決には重大な誤りが存在する。

第6 小括

以上のとおり、原判決は、①本件情報収集活動によつて制約される一審原告らの

権利を過小評価しており、②本件情報収集活動が国際テロ捜査のために必要かつ相

当であると誤つて認定し、③本件情報収集活動により生じる弊害を一審原告らの嫌

悪感に矮小化しており、憲法の解釈・適用を誤り、また、事実を誤認したものであ

る。
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第 2章 憲法 14条の解釈 B適用の誤り

第 1 判決の認定

原判決は、「本件情報収集活動が、憲法 14条に違反するか否かについて」とす

る項において、以下のとおり判示し、本件情報収集活動は憲法 14条に違反しない

と結論付ける (63頁以下。なお括弧書き内は判決文の引用である。)。

① 本件情報収集活動が信教に着目した取扱いの区別であること

本/千データだ渤 ば ′警察々ノどオ、実態把握の対象とナるか否力を 、少なぐ

と6第一変力だがノ/ヌ /~必 教徒 であるか否力ヽと
'Ⅲ

ラン翻斃簡 ιて沸 ♭て
'｀

たことが認 わらん、そラナうと、どの点で信教とこ着 Fιた敢扱レ
ー
の風弓Iとを ♭

て,ヽたごと序ホは否わ和 ソ。

② 信教に着日した取扱いの区別に合理的な理由があるか否かについては、慎

重に検討することが必要であること

「憲法 ′イ秦′頂″、事杯の性質tこ朋本♭た台理的な根辺 ,こ基づぐ6の で

か ″ヽク、〆ガ/ノカ蕨叛レ`と禁上方ろνυFの胸 であク、 
い
同項後愛が 怖

秦プだ茸ろ差勇liお▼ 評 嫁 レド ををだ現記 ♭てレ`うごとt憲 法瘍 酵 析 ろ

精神的庫芦の一つと♭ての信教の浄庫の重要を1こ鑑みうどデ、信教イ靡 翡 うた

取扱レヽ男 功 に 合理的な理由があろん 勁 だ つレ`てた、短郭 鞍″ ナろこと

が必ダであう。ノ

③ 取扱いの区別には合理的な理由があること

i 本件情報収集活動の目的・意図

′本/子庸報収集活動力主
=と

♭てノ/ヌ アム夢たを対象とう、収集情報の

申だモヌタの声スナ海》 ラヽ宗教的蠅面とこわたろ事項カミ含メんて″おうこ
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と伝 ノ/ヌ ノ
~ム

教徒の高榔それ 宮がの学かを河暫笏♭て,ヽ わごと′ご由来方

5bの立 嫁 て、国際テ″を迷15こんまでの歴史的事実■こ着目民♭ξ ノ仔

/〃朋 厳派だ女る国際テμを表議だ察″ ♭てこんを未然だ′ノすぐことた女

ク、一般市民だ彼害カミ発生ナうことと防止ナち》 ラヽ汀力たまろ6の であ

ク、ノ/ヌ /瘍多たの篤帯鶴 '宗教的側面1こ容かレ`ナう認 常こ女ろ6の 9どオ

な,v。

五 本件情報収集活動の必要性

′号ヌク肥握活動 を台み本/子情報収集活動た女つてモヌタヘ勿 蒻 秋

方を多 勁 苓 らの働 雛 渤 宇D実態 を2がナろことが、国際ガ″防止のた

瘍こ必要な音動 であク、警察の責務 1こ属ナろノ。

五 弊害の程度

栃貯 らの信教の胸朝こ対ナる影響′ま、そん″`存在 ιてレ`たとうて6、

警察富がモヌタ″近ノズ″Ⅲιその力訂だサらスうことだつレ`ての雰霧犀だ

とど貰うノ。

④ 本件情報収集活動は差別的メンセ~ジを発するものではないこと

√本/≠清報収集活動だお″ガる駁扱″ワ区男雪ゐミ含理的ノ卸 物 を有ナうるの

9あ ク、√本/チ清報収集活動たまつて収集さんた情報カミ、力t〃だ開示さん

うことのズつたてテだ
~さ

んて
'Ⅲ

なレ|も のであろことがその体裁争″うら♭て

芽らかであつて、本/卒膚報収集活議そん言わ ミ国家几勃馳ク ノセ~ジを

必ナう6のであると,ヽ ラことができなレちノ

⑤ 結論

法二茸ク、本/チ清報収集活動,ま憲法ダイ秦イこ違反 ♭ノデレち

第 2 主張の骨子
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原判決の上記③及び④の認定は、それぞれ憲法の解釈・適用の誤り及び事実誤認

が認められる。

具体的には、

第 1に③ (取扱いの区別の合理的な理由)について、原判決は、区別の合理性で

はなく、手段それ自体の合理性を検討しており、憲法 14条に関する論証の枠組み

を誤るものである。

すなわち、原判決自身が整理したように、信教に着目した取扱いがなされた以上

(上記①)、 信教に着目して区別すること自体に合理的な理由があるか否かを慎重

に検討しなければならない (上記②)。 しかし、原判決は、ムスリムか否かに着目

して区別することの合理性を検討することなく、本件情報収集活動それ自体の必要

性や相当性を検討している (上記③)。 かかる検討は、権利の制約の正当化に関す

る論証であり、区別的取扱いの正当化に関する論証ではない。区別の合理性を検討

する際には、目的と区別の関連性が問題になるのだから、国際テロの防止という「目

的」とムスリムとそれ以外の市民を区別して、ムスリムのみを対象に本件情報収集

活動を行うという取扱いの「区別」が関連するかについて検討しなければならない

のである。

第 2に③ (取扱いの区別の合理的な理由)について、原判決は、本件情報収集活

動はイスラム教徒の精神的・宗教的側面に容かいする意図によるものではないこと、

本件情報収集活動が国際テロ防止のために必要な活動であること、一審原告らの信

教の自由に対する影響は嫌悪感にとどまることをあげて、取扱いの区別には合理的

な理由があるとする。

これは、前述したように議論の枠組み自体が誤つている上、論証の中身としても

誤つている。まず、取扱いの区別の憲法 14条適合性を検討する際に、区別の意図

は問題とならない。また、テロの危険性及び国際テロ捜査の必要性があるからと言

つて、当然に、ムスリムであることのみに着目して本件情報収集活動を行うことが

必要かつ相当と判断されるわけではない。さらに、一審原告らの信教の自由に対す
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る影響を過小評価している。

第 3に④ (差別的メンセ~ジの有無)について、収集された情報が外部に開示さ

れることが予定されていないからといつて、本件情報収集プログラムの策定及びそ

の執行 (本件情報収集活動)が発する差別的メッセージを無視することはできない。

本件情報収集プログラムを策定し、またそれを執行することにより、警察等の捜査

機関やそれに属する者たちが、ムスリムに対する偏見を持つことは否定できず、そ

の偏見に基づいて捜査活動が行われることになる。それこそが差別的メッセージの

発信にほかならないのである。

以下詳述する。

第3 区別的取扱いの正当化に関する論証と権利制約の正当化に関する論証を混同

していること

1 原判決の認定

原判決は、信教に着目した取扱いの区別に合理的な理由があるか否かについて

以下のとおり判示する。

つ 本/チ情報収集活動力主
=と

うて//ヌ ノム教徒を対象 と♭、収集庸″の

申だモヌク舛 以 状況とレ|夕 宗教的側面鰐 姥 わ事項みミ含支んてレヽること

た、ノ/ヌ /~必教徒の信仰そん嘉本の半否を問題視 ♭てレヽうことだ由来ナろb

のでがなて、国際牙″を巡ろごんまでつ歴史的事実1こ着目艮♭■ //ヌ 〃ム邁

政派■こまう国際牙
「

を事前1こ察知♭てこんと未然 こヽ碗 ぐ セ だ支ク、一般声

月だ披害カミ発生ナうことと防止ナうとレヽラ尉微な る6の であク、ノ/ヌ /~泌

ンたの亀帯綸・宗教的側面1こ容力aレ ぉナろ意図だまうものではか ごヽ彦、0本

/≠モズタ把握活動を含む本件情報収集活動たまってモヌクヘの通所状況を

か 財 苓 らの言■騨活動竿み実態 を把握ナろことた、国際力 7防止のたわIこ必

要な活動命 M、 警察の責務イこ属ナう6の であること、妙 Ⅲごんだまう

が占らつ影紘漕 庫|こ対ナる影響′ま、そんおミ存在 ιて,Ⅲたとしてる、警察す
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がモヌタ″ガなレ`うその力訂だレ らスうことだつレⅢての療悪感′ことどまる

ごとノを踏 支えうと、「本件カミ信教だ唐厚うた敢扱レ珍 区ガ/ノとレ`ジ憲法ノイ

秦 ′須駿明髪蒻勢券表磨たわたち郡 Iであることや(篤帯鶴 序飾の一つである

信教の芦着卯塾懃箸 老庁♭て b、 その取扱レ
ー
の区男子手イま、含理的な根拠を有

ナちbの であク、高項(こ達反ナう6の でがかレv(原判決 63～ 64頁 )

2 原判決の不当性

区別が合理的か否かを判断する際には、区別が 目的と関連するかが問題になる。

したがって、本件では、「ムス リムとそれ以外の市民を区別 して、ムス リムのみ

を対象 として本件情報収集活動を実施する」とい う区別が、「国際テロの防止」

という目的と関連 しなければならない。しかし、原判決は、「上記 (2)イ (オ )

で説示 したとお りである」と述べているように、本件情報収集活動の必要性や相

当性に関する判示をそのまま使い回すだけで、区別が目的と関連するかについて

の議論を避けている。

議論すべき問題は、「国際テロの防止」とい う「目的」と、「ムスリムとそれ以

外の市民を区別 して、ムス リムのみを対象 として本件情報収集活動を実施する」

とい う「区別」が関連するか、とい うものである。ムスリムー般を狙い撃ちにし

た情報収集活動が憲法 14条に適合する実施するためには、少なくともムスリム

がそれ以外の市民よりも類型的に国際テロを実行する危 [父性が高い等の事実が

存在 しなければならず、かかる事実の有無こそが、区別の合理性の検討に当た り、

分析 されなければならなかつたのである。

しかし、原判決はかかる分析を放棄 した (なお、一審被告 らも、ムスリムの狙

い撃ちではないと主張するのみで、区別の合理性を基礎づける事由は一切主張 し

なかつた。)。 それは、かかる分析をし、かつ区別に合理性があると結論付けるた

めには、それこそ「ムス リム=テ ロリス ト」とい うレッテル貝占りをせざるをえな

いためである。
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後述するとおり、原判決がお題目のように唱え続けている、「国際テロの防止」

という「目的」と、「ムスリムとそれ以外の市民を区別して、ムスリムのみを対

象として本件情報収集活動を実施する」という「区別」はまったく関連せず、こ

の「区別」が合理的であるということはできない。だからこそ、目的と区別の関

連性について検討しなければいけない錫面で、苦し紛れに本件情報収集活動の必

要性や相当性を持ち出して議論をすり替え、難を逃れようとしたのである。

以上のとおり、原判決は、区別的取扱いの正当化に関する論証と権利制約の正

当化に関する論証を意図的に混同させ、枠組みを変容させることにより合憲の結

論を導いたものであり、憲法解釈 。適用の誤りがある。

第4 「区別」は合理的でも目的適合的でもないこと

1 区別の意図は無関係であること

原判決は、本件情報収集活動が憲法 14条に適合する根拠の 1つ として、捜査

機関の区別の意図が、ムスリムの精神的 。宗教的側面に容かいする意図によるも

のではないことを挙げる。

これは、前述のとおり、区別の合理性・目的適合J陛を検討しなければならない

ところを、手段の合理性・目的適合性を検討 しているυ点で失当であるが、それは

措くとしても、区別の意図は、区別の合理性 。目的適合性の審査に当たり全く無

関係である点においても誤つている。不合理で、目的に何ら役立たない区別が、

その意図が崇高であるからといつて、正当化されることはありえないからである

(なお、後述の差別禁止との関係では、差別的な意図に基づく区別は、それ自体

で差別となるという限度で、関連がある。)。

つまり、原判決は、ムスリムのみを区別して捜査対象とする捜査の正当化の論

証に当たり、何ら意味のない実施者の意図を根拠として挙げており、明らかな憲

法解釈・適用の誤りが認められる。
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2 区別の必要性 E相 当性がないこと

原判決は、本件情報収集活動が憲法 14条に適合する根拠の 1つ として、本件

情報収集活動が、国際テロ防止のために必要な活動であることを挙げる。

この点も、前述のとおり、区別の合理性・目的適合性を検討しなければならな

いところを、手段の合理性 。目的適合性を検討している点で失当であるが、それ

は措くとしても、第 1章第4で詳述したように、国際テロ防止のために、ムスリ

ムの個人情報を収集することに必要性・相当性は認められないから、ムスリムで

あるか否かをメルクマールとして個人情報を網羅的、組織的に収集することに、

合理性が認められる余地はない。

3 区別による弊害

原判決は、本件情報収集活動が憲法 14条に適合する根拠の1つ として、本件

情報収集活動に伴 う弊害が、一審原告らの嫌悪感にとどまることを挙げる。

しかし、第 1章第 5で も述べたように、本件情報収集活動が一審原告らに及ぼ

す弊害は重大であり、一審原告らの嫌悪感にとどまるものではない。一審原告ら

を含むムスリムの立場で考えてみると、自分たちが信仰の中心と考えているモス

クが狙われ、信仰に関する情報が収集される一方で、ほかの宗教に対しては、そ

のような措置は一切取られていないのである。彼らは日々に「警察は教会やお寺

にも行くのか」と述べる。一審原告らを含むムスリム全体が、自分たちと異なる

宗教を信仰する者や特定の宗教を信仰しない者たちと比べて、自分たちだけがテ

ロリストというレンテルを貼られ、貶められたと感じたのである。このような一

審原告らの心情を、単なる「嫌悪感」と矮小化する原判決の判示は失当である。

4 小括

原判決が挙げる本件情報収集活動の必要性 。相当性を区別の必要性 。相当性と

読み替えたとしても、区別の合理性を検討する際には区別の意図は問題にならず、
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差別の意図は明白である。また、区別の必要性は皆無であり、区別による弊害は

重大であるから、原判決には重大な誤りがある。

第5 本件情報収集プログラムの策定及び執行それ自体が差別禁止原則に違反する

原判決は、√本/子清報収集活動だ女つて収集 された情報力主 力〔声サ汀だ開示さんうこ

との支つたてテだ
~さ

んてレ蟷 レ`6の であ狗 から ′本/辛清報収集活動それ彦″ 虫

国家凡劫孵″ ノを~滅切 サ ろ6の であうと,ワ ことができなレちゴとして、差

別的メッセージが発せられたのは情報漏えいに伴うもので、情報収集に伴うもので

はないと判示する。

この点に関し、原判決は、本件情報収集プログラムの策定及び執行 (本件情報収

集活動)それ自体により、警察内部で差別 。偏見が醸成され、それに伴いムスリム

が不合理に取り扱われ、結果として社会に差別的メンセ~ジが発出されるという一

審原告の主張 (原審準備書面 (7)参照)に対し、何ら回答していない。

重要な点であるので、繰 り返しを厭わず、改めて主張する。

ムスリムー般を対象として情報を収集するための指揮 。命令は、「イスラム教を

信じる者は、テロを犯す可能性が高く、またテロリストと関係の深い類型の者たち

だ」との理解を前提とするものである。本件情報収集活動は、警察幹部が全国の警

察官に対し指揮 。命令して行われたものであるが、幹部からこうした理解を示され

れば、警察官一般にムスリムに対する差別の念が植えつけられることは決して否定

できない。

そして、警察官の間でムスリムに姑する差別が蔓延すれば、日々の警察活動の中

で、警察官がムスリムに対して差別的な取扱いをする危険が高まる。例えば、ムス

リムが犯罪の被害者となつて警察署に被害届を提出するときに、担当の警察官が被

害届を受理しないということもあるだろう。あるいは、職務質問を実施している警

察官が、職務質問め対象者がムスリムだと分かった時点から、行き過ぎた職務質問

こ と
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や所持品検査を行うこともあるだろう。そして、このような警察官の行為を介在し

て、差別的メッセージが一般市民にも発せられるのである。これは、本件流出事件

を発生させたことの違法性の問題で説明することは不可能である。

もし、このような差別的メッセージを発する可能性のある情報収集を行うのであ

れば、ムスリムー般を対象とする必要性を十分に説明し、また、テロ活動などを行

う恐れのないことが判明した段階で即座に情報収集を停止すべきこと、日常の警察

業務においてムスリムを差別してはならないこと等について、警察幹部が全国の警

察官に対して厳格に指揮・監督しなければならない。しかし、そのような措置が採

られた形跡は一切ない。

以上のように、本件情報収集活動における取扱いの区別は差別的メンセ~ジを発

するものである。原判決はこの点を看過して、「本件情報収集活動それ自体が、国

家が差別的メンセ~ジを発するものであるということはできない」としており、憲

法解釈・適用に重大な誤りがある。

本項の最後に、前掲特別報告者報告書 (甲 38)において、本件情報収集活動と

類似の捜査活動それ自体が、差別的敗扱いをもたらすものであり許されないと指摘

されている項を引用し (甲 38の 2・ 5頁以下)、 主張のまとめとする。

ィa ・ ,,レ リ なるテμノヌ か'プた7ノァ//ノ ング 6、 'J,宗教とレゝ

つた区月げイご雲づて参今が、撃等原贄ととの逆今胸聯誘諺空 どさせ56の

と汐ろ ,,・ 。この7争反冦が牙7ノメ か'ノ″ノァタ/ノ ングの療々な

方法夢 鍵 控 み有ナわことから、を〃η舎者だ.〆ガ′ノカ坂″レれっ麓題芹

′rを|こ重要 である歩 鉱 てレlろ。を〃諏害者が、昂 諭 除 だ6と づ プヾ

′7ノァノrノ ング為主 一定の地 効 懐 膨罷穀嫁 曽景を存ナろを,こ対ナち

蕨ガカな原信ウ 糎 双 嫌悪を一般社奔 騨 綬 さ曽 %ど と・翔騎し てレ`

ろ。
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イ′,芦磨     ω 際 れ 喀 7争尻フの県障は、ス覆(邑身邑及

び宗教 とレゝつた事庫tこ基づ鬱 勁 と禁止 ιて,お う。こんらの事飾だ女ち

謝 とは、スを 初 肋 鶏 諦

“

財 籾 れ し て6また寮班さんて
'Ⅲ

ろっ

屈案癒際 ′す、 けパ ての裁椴 び審韻 をπラ疵酔笏熊珍 平等な取扱レ`

だつレ`ての洛物 や 移動だつレLての課 【だ戸ナわス醐 と`を明確だ

案班 ♭てレ鯵。さらだ、ス覆愛ひ宗表7ご女石勁 案班ア弦目際瑳上のカ

々務競魃・ιて認妙られ ておク、紳 や脳認だ女つ覇蹴寡され容〆′レL6の

でとみるっご乞 彰 な見解′ま彦由権規約4条′を辞ご女つこ嘉″″,オ らんておク、

同条環″、ス覆吸α宗数とレLっ た事由′し′≧づぐ〆ガ′ノカ蕨夕 ,Lをヌ序′ノなレヽ

藩羽″L公力♂E宣言きれた緊急動 維 府レLて b、 際界ナうこ籾 蜂 きノF

いごとを明示 ♭て,巧。ごれらの平等原員はイご〃ナう義務は、/と修 一連の

例 徽 察 1ま地域的な基準とこまつて強イ監さん、れ 捉 吻 て
'ヽ

わ。物院ば

′挙寮つた功 γ 硼 蜀 知 伝 需物翻修 きむ ′ナベてつスのスをを界

議 ιЬ凝 』 ιな傷 協 酸 らなレLとだ妙てレ巧。同様とこL力貯 窮 幹 つ

ワ勤唖鴨覇艇幽朝砂 ″b琴寮″、公7に茉彦ゑど″ナ5bのとう、と

クカ′ノL中立及び囀 の原則とこιたが夕6のとナ狗 とだわて,Ⅲう。ス

雇跨な特徴とこ基づぐプロノ/′/ノ ングの不げ用だつ
'Ⅲ

て渠体的′こ定めたる

のとう■ 2θθθ牢のス種主義イこ対ナろ2雰会議で採択さんた行動計画ヤこ

か ■ヽ 各Ξだガ ι、 ′臥 石砂ノ
「

ノァ′/ノ ンカ とうて一般■こ無 ら

んて″ヽち事家とづ羊斥 ナろた籾 鬱 探 為な措置を計画 ♭、宴πι、タタナ

うことノをデ茸イ求わて,巧 ごとが挙ゲらんろ。

2 をガ′ノ≠′害者は、焼陸殖膝駐廠ま地域的/♂ス麟 関力|(野察のデ′7

対策に茸つてあたらされる渕陛琥淡 を示 ιて
'L5ご

とと指摘ナわ。ス

覆差別阪廃憂寅会が、各Ξだガι、 ″■7ノダンとつ汀レLだ声レれて蕨ら

んあレЪ″うノFぅ措置 6、 汀カズ協 霧 推 府レLξ スな が つノ鹿、性系又
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忠醜身霞若 ♭ ′ヾゴ犀痰力μβだ汐 Lて轟 どされかレLど と灰研団密を存ι

加 ・者が入覆カズ″舜痰力〆Fノ
「

ノァ′rノ /ゲ又寇回だ窮漆の対象とな

ろbので′すノrレ れことノを察庸ナうことを求めてレ巧。をガ′ノ寮錯 は、ご

つ賜 だ節 ナうとと・bだ、こつ諜 カミ宗教とこ基づ ノヾた″ノァン′ノング

だ b該当ナうあのであると′
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♭浄″ノんばな ら式 諺 推 まる厳密程 斃 老 ヌ序′,オろbの で汐″ノん忌な ら
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ろ。ス鷺主義及 び井寛蓉 ごヽガナろZttγ委買会

rβσttrノ が、ガ蒻跡 猪 府ノノるス種主義と翔勲 た`戸ナろ政策のだ言だ

府レⅢ■ 狗勁財κガ ♭、済今の制をや塞τだ女5謝げや警察とこ女5,筈

屠電カミ生 じ〆rレ Lこ とを驚野ナ石どとを求わてレ巧。最後だ、蒸稗物鍛κ

戸ナう独立専戸写家rこまうβごノTネ ノかノ~クだ、ガ声7ノヌ ハ。ノ
°
だ7/々′ノ

ングの進行鞍 殉陥諺ガ ナととbだ、周緒;牢浄ズ |ま出身国とレ|っ

た待徴だまうプ″ノァ//ノ /グが差勇Iとの重大な鰈 をあたらナことだだ

庁を斃どうて″Ⅲろ。

4ご んらの見解′ま、涵際ス権機関イこまる庫殉動財凛 倣 雹劫勝暢榛

狩だ府ノ,オあ需 錫 翻 吻 %啜 鍔 酸 仲 、地域的人麟 関とこまう螂 入″

秦力たお″ノろ規範つ解琢愛鍔 絨 佐 合致ナう6のであろっ上房の胸吸

鍔 物 佐 まんパ スだ、兒廃や宗教 と,1つ た基準とこ女ち取扱レうの部 は、

暮犠鶴及暁 糎 物 な根斃だまつて裏付″ノられて
'ヽ

わ叛 欽 ∽ み需 錫 即

た彦今ナろ6の であろっ

々 特月電報告者,ま、 ′ス盈 ′だまう郵 とヽこ戸ナろ力 7ノヌ か'ノ'μ ノァノ/
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ノングを、スを翔朝わ て
'Lう

と
'―

夕藤つた推測イこ基づぐるのであク、

′声スノ、 儒 力 . ′/ノア系とと
'｀

つたス病だまう分類をだ ∂た荻

勿 笏♂レヽ周だ窮給をあたらナ6の である″うら、各観畿及び今運乃み海理

だまって裏付″ノ

"房
ごとがあクだデとの見解を有ナろうのであ5。

第6 小括

以上のとおり、原判決は、第 1に憲法 14条に関する論証の枠組みを誤るもの

であり、第 2に取扱いの区別に合理性があるとする理由に事実誤認が認められ、

第 3に、本件情報収集プログラムの策定及びその執行 (本件情報収集活動)それ

自体が差別的メンセ~ジを発していることを看過するものであり、憲法の解釈・

適用の誤り及び事実誤認が認められる。
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第3章 ―審被告国の責任

第 1 判決の認定

原判決は、一審被告東京都の責任に関し、まず、「警視総監としては、原告らの

個人情報が絶対に漏えいすることのないよう、徹底した漏えい対策を行うべき情報

管理上の注意義務を負つていた」(76頁)と した上で、「外事第二課内におけるセ

キュリティ規程等を実際に遵守するよう徹底する管理体制は不十分なものであつ

たとみざるを得ず、このことが、外部記録媒体を用いたデータの持出しにつながつ

たとみるのが相当である」(79頁)と 判示し、警視総監における情報管理上の注

意義務違反につき、一審被告東京都の責任を肯定した。

他方、一審被告国については、注意義務の程度を「年度ごとに行われる通常監査

のほかは特に必要がある場合に行われる特別監査であり、監査責任者が各部署に常

駐して情報セキュリティの遵守状況を確認するといつた類のものではない」(80

頁ないし81頁)と 限定した上で、「監査責任者の監査について被告国に責任が生

じるのは、例えば、恒常的に監査を怠っていたとか、監査によつて不十分な′煮を発

見したのにその指摘を怠ったというような場合に限られるというべきところ、本件

全証拠を総合しても、本件流出事件の発生に関し、こうした事情を認めることはで

きない」として、その責任を否定した。

第2 問題の所在

流出した本件データは、ひとり警視庁によつて収集・保管・利用されていたのみ

ならず、警察庁も、警視庁を指揮する形で、警視庁と不可分一体となつて捜査活動

に関与し、本件データの収集・保管・利用に関わつていた。

そうすると、警察庁には、セキュリティ訓令に定めるような通常監査、特別監査

といつた情報セキュリティの監査をすべき立場にとどまるのみならず、警視庁と同

様、自らが主体となつて本件データの漏えいを防止すべき極めて高度の注意義務を
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負っていたのである。

そして、警察庁はヽそのような注意義務に違反したのであるから、一審被告東京

都と同様、一審被告国も損害賠償の責任を免れない。

以下、詳述する。

第3 警察庁の注意義務の存在及び注意義務違反

1 警察庁による本件データの収集・保管 H利用への関与

(1)警察庁が本件流出資料の作成者であること

本件流出資料のうち、下記の資料は、警察庁が作成したものである。

記

① 甲1の 5

表題に「1/9:警察庁」との記載があり、警察庁が作成した資料で

あることは明らかである。

② 甲 1の 51

1頁 目の右上に「企画分析」との記載があるが、本書面がムスリムを

中心とした国際テロの危険性を念頭に置いた捜査内容を記載したもの

であることを考えれば、警察庁組織犯罪対策部企画分析課の作成による

ものであると考えるのが合理的である (甲 47参照)。

③ 甲 1の 76

1頁 目の右上に「国際テロリズム対策課」との記載があるが、②と同

様、本書面がムスリムを中心とした国際テロの危険性を念頭に置いた捜

査内容を記載したものであることを考えれば、警察庁警備局外事情報部

国際テロリズム対策課の作成によるものであると考えるのが合理的で

ある (甲 47参照)。

④ 甲1の 91ないし104

甲 1の 91には「国際テロリズム緊急展開カジI 班員名簿一覧」との記
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載が、甲1の 92ないし104には「国際テロリズム緊急展開班班員名

簿」との記載が、それぞれなされている。「国際テロリズム緊急展開班」

とは、警察庁の指揮の下、警察庁の国際テロリズム対策課、警視庁公安

部、及び、」道府県警察本部警備部・同刑事部などから事前に登録され

たメンバーが登録されたチームである。これらの班員名簿が警察庁の作

成または管理にかかるものであつたことは明らかである。

⑤ 甲 1の 108

1頁 目の表題に「11/21全 国外事担当課長会議 。国際テロリズム

対策課長指示骨子」との記載がある。「全国外事担当課長」とは各都道

府県の担当者を指し、「国際テロリズム対策課」とは、警察庁警備局外

事情報部国際テロリズム対策課を指すと考えられる。したがつて、この

資料の作成・管理に警察庁が関与していたことは明らかである。

(2)警察庁が本件情報収集活動に主体的に関与していたこと

本件流出資料のうち、下記の資料は、その作成名義こそ警察庁であるとは断

言できないものの、その内容に照らせば、警察庁が警視庁を含む各都道府県警

と一体となつて本件情報収集活動に関与していたことを示している。

記

① 甲1の 3

1頁 目の表題に「署公安・外事担当課長等会議指示 (案 )」 との記載

がある。「署公安」及び「外事担当課長」は、警視庁を含めた各都道府

県警の公安 。国際テロ担当者を示すものと思われる。本資料は、北海道

洞爺湖サミットに向けて公安 。外事担当者が一九となつて国際テロ姑策

業務に当たることを促すものであり、警察庁による全国的な国際テロ封

策業務が各警察署の末端まで行き渡るよう指示されていたことがうか

がえる。
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② 甲1の 10

1頁 目の右上に「(警視庁)」 との記載があり、警視庁によつて作成さ

れた資料であるが、「将来に向けた課題、警察庁への要望」という欄が

設けられ、各項目において、各都道府県から警察庁に対しての要望が取

りまとめられている。すなわち、本資料は、北海道洞爺湖サミットの警

備に当たつて、全国の都道府県警が警察庁に報告したものであり、警察

庁が具体的に統括して指揮する立場にあつたことを裏付けている。

③ 甲1の 53

1頁 目の右上に「東京都」との記載があり、項目ごとの内容も東京都

内の地名が記されていることから、警視庁の担当者による捜査結果が記

された資料であると考えられる。しかし、あえて「東京都」との記載が

あることから、同じ種類の資料が他の都道府県についても作成されてい

ると考えられる (現に、後述する④は愛知県のものである)。 すると、

各都道府県の資料が同様に作成されていたことがうかがわれ、左上に

「様式」と記載されているとおり、本資料と同種の資料が全国で作成さ

れているとうかがわれるから、警察庁の指揮する全国的な国際テロ対策

業務が各都道府県警に周知されていたことを裏付けている。

④ 甲1の 54

1頁 目の右上に「愛知県」との記載があり、各項目の内容として愛知

県内の地名が記されていることから、愛知県警の担当者による捜査結果

が記された資料であると考えられる。すなわち、本資料と同種の資料が

全国で作成されていると考えられ、警察庁の指揮する全国的な国際テロ

対策業務が各都道府県警に周知されていたことを裏付けている。

⑤ 甲 1の 55

1頁 目に「サミット直前期 (H20.6.23～ H20.7,9)」 、

「愛知県」などの記載があり、各項目の内容として愛知県内の地名が記
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されていることから、愛知県警の担当者による捜査結果が記された資料

であり、本資料と同種の資料が全国で作成されていると考えられ、警察

庁の指揮する全国的な国際テロ対策業務が各都道府県警に周知されて

いたことを裏付けている。

③ 甲1の 59

1頁 目に「本件については、これまでに国テロ課からいただいていた

参考情報で、今後もいただきたい資料です」との記載がある。「国テロ

課」とは、警察庁警備局外事情報部国際テロリズム対策課を指すと考え

られるところ、警視庁その他の警察組織が警察庁に対して参考情報の提

供を求める内容であるから、警察庁が、警視庁その他の警察組織に射し、

継続的かつ網羅的に情報提供を行つていたことを示している。

① 甲1の 65

1頁 目の枠に囲まれた部分の右上に「都道府県名 (警視庁)」 との記

載があり、警視庁によつて作成されたものである。レバノン共和国を警

戒姑象として選定した理由の中に、「警察庁下命による管下各署に」と

の記載があり、警察庁が各都道府県警察署に命じて各国を個別に警戒紺

象とするよう指揮・命令していたことを示している。

③ 甲1の 74

1頁の右上に「外事第二課 (企画分析班)」 との記載があり、警視庁

外事第二課によつて作成されたものである。「ヒズボラ封策会議」につ

いての報告書であるところ、当該会議は警察庁会議室で行われており、

警察庁からも、「国テロ課、警備課、指導」が出席していたことが記載

されている。また、 2頁 目の第 3に、「国テロ課から適宜、指示がある

ので」、「今後、国テロ課の指示を受けながら」などの記載がある。これ

らは、警察庁が「ヒズボラ姑策」にあたり、警視庁を含めた各都道府県

警に対して指揮・命令を行つていたことを示している。
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③ 甲1の 90

明確な作成名義の記載はないが、「課長 警視 宇田川佳宏」の名前

を筆頭に、「国際テロ第一」、「国際テロ第二」、「国際テロ第二」の組織

及び課員の氏名が記載されている。これは、国際テロ対策を行う課、す

なわち、警察庁警備局外事情報部国際テロリズム対策課を指しており、

警察庁が組織的に捜査活動に関与していたことを示している。

⑩ 甲1の 107

1頁 目の右上に「外事第二課」との記載があるため、この資料は警視

庁外事第二課によつて作成されたものと考えられる。その上で、1頁 目

の見出しにあるとおり、「化学剤姑策経過報告」を行 うための資料であ

り、かつ、1頁 目の 1に 「警察庁通達 (平成20年 10月 20日 付丁国

テ発第 51号)を受け」との記載があることから、警察庁が警視庁に対

し、通達により具体的な捜査に関して指揮監督を行い、これを受けて警

視庁が警察庁に封して継続的に報告する関係にあつたことを示してい

る。

① 甲1の 110

1頁 日に「課員を国際テロリズム緊急展開班 (以下「TRT-2]と

呼称)隊員として現地に派遣したところ
‐
」との記載がある。「国際テロ

リズム緊急展開班」とは、警察庁の指揮の下、 警察庁の国際テロリズ

ム姑策課、警視庁公安部、及び道府県警察本部警備部 。同刑事部などか

ら事前に登録されたメンバーが登録されたチームであるから、同チーム

に課員を派遣した組織は、警察庁と各都道府県である。本資料において

は、国際テロが発生した場合の姑応等につき、国家全体にわたつて活動

することが前提とされているFBIや CIAを比較対象としているこ

とからも明らかなとおり、日本の同等の組織である警察庁が組織的に捜

査活動に関与していたことを示している。
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⑫ 甲1の 111

アメリカ合衆国連邦捜査局 (FBI)の主催するタイでの国際テロに

関する研修に、警視庁外事第二課、埼玉県警察国際捜査課、静岡県警察

外国人犯罪対策課の課員が参加した結果を報告した書面である。内容が

国際テロに関する研修であること、それに参加したのが単一の都道府県

警の課員ではなく複数の都道府県警の課員にわたつていることから、そ

れを統括する警察庁の指示のもと作成・管理された資料である。

⑩ 甲1の 112及び113

甲 1の 112は、在日米空軍の主催する青森県内での爆発物に関する

研修に、警察庁警備課、同外事課、同国際テロリズム姑策課、警視庁外

事第二課、同公安機勃捜査隊の署員が参加した結果を報告した資料であ

る。甲1の 113は、同112の別添資料である。本資料は、警察庁か

らも出席者のある研修に参力日した結果を「報告」するものであるから、

上部組織である警察庁への報告であると考えられ、参加者に警察庁の課

員を含んでいることとも合わせて、警察庁が組織的に捜査活動に関与し

ていたことを裏付けている。

⑭ 甲1の 114

1頁 目の右上に「外事第二課」、「警部補 長濱 拓英」との記載があ

り、警視庁外事第二課の課員によつて作成されたものである。その上で、

1頁 目の2にあるとおり、インドネシア・マレーシアヘの出張にあたり、

「警察庁国際テロリズム対策課」と「警視庁公安部外事第二課」の課員

が出張することが記載されている。これらは、警察庁の課員と警視庁の

課員が合同して組織的に捜査活動に当たつていたことを示している。

2 警察庁における本件データの漏えいを防止すべき注意義務とその違反

(1)警察庁の注意義務

56



本件で問題となっているムスリムに対する捜査は、都道府県警の一つである

警視庁が捜査を行い、それを監督官庁である警察庁が一般的抽象的に監督する、

という垂直的な関係にとどまるものでは決してない。

上記 1で述べたとおり、漏えいした本件データの中には、警察庁と警視庁が

一体となつて継続的かつ組織的に捜査を示す資料が多数存在する。本件情報収

集活動においては、警察庁が指揮 。監督する中で、警視庁と警察庁が相互に補

完し合いながら、国際テロ対策のために捜査活動を行つてきたのであり、むし

ろ両者の水平的 C共同的な関係にこそ着目すべきである。

警察庁は、警視庁を含めた各都道府県警を監督するのみならず、自らが主体

となつて本件情報収集括動に関与していたのであるから、本件データの収集・

保管・利用にあたつては、その情報のセンシティプな内容に鑑み、極めて高度

の注意義務が課されていた。具体的には、警視庁と同様、「原告らの個人情報

が絶対に漏えいすることのないよう、徹底した漏えい対策を行うべき情報管理

上の注意義務を負っていた」(原判決 76頁ないし77頁 )と いうべきである。

(2)警察庁による注意義務連反

本件データが外部に流出したことは、既に明らかになつているとおりである。

そして、本件データの収集・保管・利用にあたつては、ひとり警視庁のみなら

ず、警察庁においても、一審原告らの個人情報が絶封に漏えいすることのない

よう、徹底した漏えい姑策を行うべき情報管理上の注意義務を負っていたとこ

ろ、警察庁はかかる義務を怠り、本件データを外部に漏えいさせた。

警察庁は、本件データの収集・保管・利用にあたつて警視庁と同様の極めて

高度の注意義務を負つていたにもかかわらず、一般的なセキュリティ訓令にし

たがつて、通常監査、特別監査といった監査を行ったのみであり、何らの特別

な情報漏えい対策を行つたとは認められない。

警察庁が、本件データを漏えいさせたことにつき責任を負 うことは明らかで
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ある。

3 小括

したがって、警察庁は、警視庁と同様、本件データを漏えいしない注意義務を

負つていたにもかかわらず、これに違
~反

したのであるから、国は損害賠償の責任

を免れない。
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むすびに

以上述べてきたように、一審被告らによる本件情報収集活動は、通常収集・保有さ

れることが予定されていない情報を収集するものであるうえ、国際テロの予防という

目的に適合せず、効果的でもなく、相当性を欠くものであつたのみならず、その弊害

の程度が重大なもので、憲法 13条に違反するものである。

また、原判決は区別的取扱いの正当化と権利制約の正当化に関する議論を混同して

いるうえ、本件情報収集活動における「区別」は、合理的でも目的適合的でもなく、

差別禁止原則に違反するものであって、憲法 14条に違反するものである。

さらに、警察庁は、本件データの収集 '保管・利用へ主体的に関与していたのであ

るから、一審原告らの個人情報が絶対に漏えいすることのないよう徹底した漏えい対

策を行 うべき情報管理上の注意義務を負っていたにもかかわらず、これに違反したの

であるから、損害賠償の責任を免れない。

もとより、テロリズムが国際的な平和や各国における安全に対する深刻な脅威とな

るものであり、国際社会が協調してテロリズムを抑止するための措置を講じる必要が

あることはいうまでもない。しかしながら、国際社会において確立されてきた人権や

基本的自由の保障は、それが各国における民主的な制度の前提となり、国際的な平和

や各国における安全の基礎となるものであるとして、承認され続けてきた。すなわち、

米国同時多発テロ事件以降も、テロリズムに封抗する国際社会を代表する国連総会で

繰り返し決議され、また、テロリズムと人権保障に関する各国の裁判例で判示されて

きたのである。

また、「国連グローパル反テロリズム戦略」(甲 39の 2)において指摘されている

ように、テロリズムの背景には、長期にわたる紛争、法の支配の欠如に加えて、民族

的又は宗教上の差別がもたらす政治的、社会的及び経済的な疎外がある。

したがって、テロリズムを根絶するためには、ムスリムに対する監視をいたずらに

強め少数者を疎外して相互不信の連鎖を招来するのではなく、人権の保障を実現する
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ことを通 じて、すべての人の共生を実現することこそが、今、求められているのであ

る。そして、このように、テロリズム抑止措置を講ずるにあたり、また、テロリズム

を抑止するために、少数者の人権や基本的自由を確立することは、まさに、裁判所こ

そがよくなし得るところなのである。

以上
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